
 

1 

全石商発24第166号 
2024年12月4日 

全石連正副会⾧・支部⾧・理事 
石油協会正副会⾧・理事 
都道府県石油組合理事⾧      各位 

全国油政連正副会⾧・理事 
都道府県油政連会⾧     

全国石油商業組合連合会 

副会⾧・専務理事 加藤庸之 
 

2024（令和6）年度補正予算案（石油流通関係）について 

 
11 月29 日、2024（令和6）年度補正予算案が閣議決定されました。石油流通関係予算につきまして、

ご連絡いたします。 
 

2024（令和6）年度補正予算案（石油流通関係）:121億円 
 
※なお、2024（令和 6）年度補正予算案の内容（予算額、補助率等）は現時点のものであり、今後国

会の予算審議等を経て確定するものであることを念のためお断りしておきます。 
※また、現時点において、具体的な補助対象設備、申請要件等は未確定のため、当該補助事業スキームな

どの詳細が決まり次第、改めてご連絡させて頂きますので、よろしくお願いします。 
 
Ⅰ．ＳＳ（サービスステーション）ネットワーク維持・強化支援事業費補助金 【121億円】 
●2023（令和 5）年度補正予算で取り組んだ①災害対応能力強化への支援の拡充に加え、②多角化支

援を軸とした経営力強化支援や③SS過疎地への重点支援を追加し、SSネットワークの維持・強化を図る。 

●具体的な事業内容 
【1】 ＳＳ等の地域配送拠点における災害対応力強化事業 【111億円】（事務局経費含む） 

※赤字部分及び備考欄は新規・拡充 
対象設備 補助率 過疎地補助率 備考 

燃料貯蔵タンク等の大型化  中小 3/4  
燃料貯蔵タンク等の修繕    
ベーパー回収設備 中小 2/3 中小 3/4 

過疎地の補助率かさ上げ対象を拡充 
ＰＯＳシステム 非中小 1/3 中小 3/4 
緊急配送ローリー    
灯油タンク等スマートセンサー    
官公需システム 石油組合2/3  

自家発電設備 10/10 
SS過疎地等に所在する住民拠点SSのみ新設
も可 

自動車保守整備事業関連設備 
①洗車事業 
②自動車整備・検査事業 
③板金塗装事業 

中小2/3 
多角化の一歩となる洗車や車検、板金・塗装と
いった事業に係る設備を対象に追加 
（補助対象設備等は未定） 

燃料貯蔵タンク等の撤去 中小2/3 グループ化、集約化に伴うタンク撤去を対象に追加 
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【2】 災害時給油所地下タンク製品備蓄促進事業 【10億円】（事務局経費含む） 
 

対象事業 補助率 備考 
燃料備蓄購入費 
自治体指定ＳＳに対し、以下を補助 
＜中核ＳＳ＞ 

ガソリン2.5KL 
軽油2.5KL 

＜住民拠点ＳＳ＞ 
ガソリン2.5KL 
軽油2.0KL 

10/10 

自治体指定SSの選定基準、選定方法等については未定 
自治体指定SSは、中核SS又は住民拠点SSから選定（但
し、過疎地等において当該SS 等が所在しない場合の選定方
法等については未定） 
当該SSの燃料備蓄用燃料（ガソリン・軽油）の購入費を補
助（補助対象数量を上限） 

備蓄燃料保管費用 
29,000円×保管日数/365日 

備蓄燃料の保管期間は5年間（調整中） 
備蓄燃料の保管確認方法については検討中 
国庫補助は1年目のみ、残り4年分は県から補助 

※【2】の事業については、2013（平成 25）年度補正予算で実施した「災害時給油所地下タンク製品備蓄
促進事業」の支援スキームに概ね準拠。 

※当該事業の実施意向を確認するため、近々、全石連より各県石油組合にアンケートを実施予定。 
※（お願い）本事業については、エネ庁から都道府県に対してまだ詳細説明を行っていないため、組合から都

道府県に対して情報共有することは避けてください。（自治体への接触タイミングは別途連絡します。） 
 
●スケジュール（予定）  

2024年11月29日（金） 令和6年度補正予算案を閣議決定 

2024年12月9日（月） 国会提出（報道ベース） 
2024年内早期国会成立（報道ベース） 
2025年1月中旬      執行団体公募 

2025年1月下旬 執行団体決定 
2025年2月or3月中旬 繰越等の手続・執行団体交付決定 
2025年3月下旬 執行団体による事業者向け補助事業公募開始 

 
 
【参考】 

Ⅱ．災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業 【21億円】 
●避難所や医療・福祉施設等の社会的重要インフラへの燃料備蓄を推進すべく、ＬＰガスタンクや石油タンク

及び自家発電設備等の設置を支援 

①補助対象者:地方公共団体・民間企業等 
②補助率:中小企業:2／3、地方公共団体及びその他民間企業等:1／2 
 

Ⅲ．燃料油価格激変緩和対策事業 【１兆324億円】 
●物価水準が高止まる中、地方経済や低所得者世帯への即効性のある対策として、ガソリンなどの燃料油の卸

価格抑制を通して、小売価格急騰の抑制を図る。 
①補助対象者:石油元売事業者等 
②補助対象油種:ガソリン、軽油、灯油、重油、航空機燃料 
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【添付資料】  
・経済産業省関係令和６年度補正予算案の概要 

 
以 上 

（担当）企画調査グループ 田辺、富永、伊藤、富田 

 03-3593-5836 


